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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期

第１四半期連結
累計期間

第14期
第１四半期連結
累計期間

第13期

会計期間

自平成23年
１月１日
至平成23年
３月31日

自平成24年
１月１日
至平成24年
３月31日

自平成23年
１月１日
至平成23年
12月31日

売上高（千円） 2,869,8653,954,35012,253,346

経常利益（千円） 70,334 222,967 430,747

四半期（当期）純利益（千円） 59,115 114,682 238,125

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
32,424 153,343 217,767

純資産額（千円） 3,664,5773,933,5543,853,396

総資産額（千円） 5,708,2736,476,5766,088,542

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
799.18 1,560.843,219.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― 1,553.02     ―

自己資本比率（％） 64.2 59.7 63.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
6,786 232,005 123,316

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△13,654△107,049△201,281

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△36,241△123,774△44,069

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
2,911,9762,834,2002,832,990

　（注）　　１. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記　

　　　　　　　　載しておりません。 

　　　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　　　３．第13期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基

　　　　　　　　準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

　　　　　　４．第13期第１四半期連結累計期間及び第13期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄

　　　　　　　　化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　

　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第1四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

　

２【経営上の重要な契約等】

  当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

　  　

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。

 

(1)業績の状況

   当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緩やかな回復基調に向かいましたが、雇用・所得環境は引き続き厳

しい状況にありました。

インターネット市場につきましては、利用人口は平成22年12月末時点で対前年比54万人増の9,462万人、人口普及率は

78.2％（対前年比0.2ポイント増）と推定され、特に「パソコン、モバイル端末（携帯電話・PHS等）併用」の利用者が最

も多く、利用者全体の68.6％を占めております。（総務省調べ）

このような状況のもと、インターネット広告市場につきましては、平成23年度の広告費が8,062億円（対前年4.1％増）

となり、2010年からの堅調な伸びを2011年に入っても維持しておりましたが、3月の東日本大震災の影響により市場が一部

停滞し、市場全体としては前年をやや越える規模に留まりました（株式会社電通調べ）。

このような環境下、当社グループは、「すべての人にインターネット」という企業理念のもと、インターネット関連広告

事業におけるナンバーワンを目指し、販売力と商品開発力の強化と、今後の成長基盤作りに注力して参りました。

以上の結果、当社グループの当第1四半期連結累計期間の売上高は3,954,350千円（前年同期比37.8％増）、営業利益は

201,739千円（前年同期比245.3％増）、経常利益は222,967千円（前年同期比217.0％増）、四半期純利益は114,682千円

（前年同期比94.0％増）となりました。

　

セグメント別の業績は次のとおりであります。　

  　

　①インターネット広告事業

　「インターネット広告事業」はメディアレップ事業、ＳＥＭ事業、ＷＥＢマーケティング事業が属しております。

  自社アドネットワーク商品でPC領域の「ADResult」、モバイル領域の「NeoAd」、拡大するスマートフォン領域をカバー

する「ADResult for Smartphone」が好調を維持し売上を増加させるとともに、広告主向け広告出稿最適化プラット

フォーム「GMO DSP」、媒体社向けプラットフォーム「GMO SSP」などの販売も順調に増加しております。また、Jwordス

マートフォンの新発売など、スマートフォン市場への商材投入を強化しております。

　当事業において売上高は3,826,825千円、売上総利益は659,130千円となっております。

　

　②メディア開発事業

　「メディア開発事業」はテクノロジーをベースに、メディア開発、アプリ開発などを手掛る事業になります。

　主力のモバイルメールマガジンは、フィーチャーフォンのユーザー減少によるの影響を受けていますが、スマートフォン

対応の進展により、売上高は増加基調にあり、利益は震災影響後に回復傾向となっています。

　当事業において売上高は127,525千円、売上総利益は33,118千円となっております。

　

(2)財政状態の分析

　①資産、負債及び純資産の状況

（資産）

　当第１四半期連結累計期間末における資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べて388,034千円増加し

6,476,576千円となりました。これは、主に連結の範囲変更による資産の増加239,751千円、のれんの増加153,379千円によ

るものであります。
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（負債）

　当第１四半期連結累計期間末における負債合計につきましては、前連結会計年度末に比べて307,877千円増加し

2,543,022千円となりました。これは、主に買掛金の増加225,862千円、未払金の増加72,161千円、預り金の増加45,623千円

によるものであります。

　

（純資産）

　当第１四半期連結累計期間末における純資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べて80,158千円増加し

3,933,554千円となりました。これは、主にその他有価証券評価差額金の増加38,660千円,少数株主持分の増加57,810千円　

、自己株式の取得による減少47,089千円によるものです。　

(3)キャッシュ・フローの状況　

当第1四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ1,209千

円増加（前年同期は43,067千円の減少）し、当第1四半期連結累計期間末には2,834,200千円となりました。

当第1四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は232,005千円（前年同期は6,786千円の増加）となり

ました。

増加要因としては、主に税金等調整前四半期当期純利益222,724千円、仕入債務の増加による増加189,421千円、その他債

務の増加による増加46,849千円等によるものであります。減少要因としては、主に法人税等の支払額123,131千円、売上債

権の増加による減少140,794千円等によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、107,049千円（前年同期は13,654千円の減少）とな

りました。

　減少要因としては、主に連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出86,407千円及び投資有価証券の取得による

支出7,907千円、固定資産の取得による支出14,098千円等によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、123,744千円（前年同期は36,241千円の減少）となり

ました。

　減少要因としては、配当金の支払額76,654千円、自己株式の取得による支出47,089千円によるものであります。

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

(5)研究開発活動

　該当事項はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 335,440

計 335,440

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 76,000 76,000

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株制度の採用は

ありません。

計 76,000 76,000 － －

　

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成24年３月31日 ― 76,000 ― 1,301,568 ― 1,914,547

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

 　  

①【発行済株式】

　 平成24年３月31日現在

 区分  株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
 （自己保有株式）

普通株式　   3,030
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　　72,970　　 72,970　　 ―

端株 ― ― ―

発行済株式総数 76,000　　 ― ―

総株主の議決権 ― 72,970　　 ―

 

②【自己株式等】

　 平成24年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株） 

他人名義所有

株式数（株） 

所有株式数の

合計（株） 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％）

 （自己保有株式）

ＧＭＯアドパートナーズ

株式会社 

 

東京都渋谷区桜丘

町26番１号

 

3,030

　

 ―

 

3,030

 

3.99

 計  ― 3,030  ― 3,030 3.99

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。　

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第1四半期連結会計期間(平成24年１月１日から平成24

年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年１月１日から平成24年３月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,232,990 1,534,200

受取手形及び売掛金 1,824,730 1,993,276

繰延税金資産 25,850 16,822

原材料及び貯蔵品 1,213 2,444

関係会社預け金 1,600,000 1,300,000

その他 66,532 58,879

貸倒引当金 △54,643 △57,598

流動資産合計 4,696,675 4,848,025

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 45,756 63,265

工具、器具及び備品（純額） 20,670 30,101

有形固定資産合計 66,427 93,366

無形固定資産

のれん 401,228 527,196

ソフトウエア 51,815 53,862

その他 1,688 5,442

無形固定資産合計 454,733 586,501

投資その他の資産

投資有価証券 339,772 405,621

出資金 272,625 285,971

繰延税金資産 1,111 786

その他 263,589 262,548

貸倒引当金 △6,394 △6,244

投資その他の資産合計 870,705 948,683

固定資産合計 1,391,866 1,628,551

資産合計 6,088,542 6,476,576

負債の部

流動負債

買掛金 1,503,392 1,729,254

未払金 64,681 136,843

未払法人税等 103,998 80,520

未払消費税等 64,953 59,907

賞与引当金 15,657 2,519

役員賞与引当金 18,250 －

本社移転費用引当金 － 3,684

その他 205,990 242,705

流動負債合計 1,976,923 2,255,435
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年３月31日)

固定負債

長期未払金 210,585 210,585

繰延税金負債 16,958 40,487

その他 30,677 36,513

固定負債合計 258,221 287,587

負債合計 2,235,145 2,543,022

純資産の部

株主資本

資本金 1,301,568 1,301,568

資本剰余金 1,914,547 1,914,547

利益剰余金 701,705 731,322

自己株式 △91,708 △138,798

株主資本合計 3,826,112 3,808,640

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 21,491 60,151

その他の包括利益累計額合計 21,491 60,151

新株予約権 5,792 6,950

少数株主持分 － 57,810

純資産合計 3,853,396 3,933,554

負債純資産合計 6,088,542 6,476,576
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年３月31日)

売上高 2,869,865 3,954,350

売上原価 2,396,293 3,262,100

売上総利益 473,572 692,249

販売費及び一般管理費

役員報酬 25,514 33,312

給料 207,138 234,110

貸倒引当金繰入額 2,795 2,734

賞与引当金繰入額 938 1,754

減価償却費 4,141 4,117

のれん償却額 23,887 27,412

その他 150,730 187,068

販売費及び一般管理費合計 415,145 490,510

営業利益 58,426 201,739

営業外収益

受取利息 1,598 1,584

受取配当金 6,575 7,110

匿名組合投資利益 2,841 13,346

その他 957 2,482

営業外収益合計 11,972 24,522

営業外費用

投資有価証券評価損 － 2,127

自己株式取得手数料 － 94

支払手数料 － 633

その他 64 439

営業外費用合計 64 3,295

経常利益 70,334 222,967

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,546 －

特別利益合計 2,546 －

特別損失

本社移転費用 9,885 242

特別損失合計 9,885 242

税金等調整前四半期純利益 62,995 222,724

法人税、住民税及び事業税 23,206 96,566

法人税等調整額 △19,326 11,474

法人税等合計 3,879 108,041

少数株主損益調整前四半期純利益 59,115 114,682

四半期純利益 59,115 114,682
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 59,115 114,682

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △26,691 38,660

その他の包括利益合計 △26,691 38,660

四半期包括利益 32,424 153,343

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 32,424 153,343

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 62,995 222,724

減価償却費 8,000 9,386

自己株式取得手数料 － 94

のれん償却額 23,887 27,412

匿名組合投資損益（△は益） △2,841 △13,346

貸倒引当金の増減額（△は減少） 249 2,734

賞与引当金の増減額（△は減少） 12,926 △13,137

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △5,500 △18,250

本社移転費用引当金の増減額（△は減少） △10,312 －

受取利息及び受取配当金 △8,173 △8,694

株式報酬費用 1,158 1,158

投資有価証券評価損益（△は益） － 2,127

移転費用 9,885 242

売上債権の増減額（△は増加） 5,905 △140,794

預り保証金の増減額（△は減少） △4,560 △156

仕入債務の増減額（△は減少） 42,641 189,421

その他 15,267 85,524

小計 151,531 346,448

利息及び配当金の受取額 8,188 8,688

法人税等の支払額 △152,933 △123,131

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,786 232,005

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 － △8,898

無形固定資産の取得による支出 △2,351 △5,200

投資有価証券の取得による支出 △7,000 △7,907

出資金の払込による支出 △5,000 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △86,407

貸付金の回収による収入 966 1,364

その他 △270 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,654 △107,049

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 － △47,089

配当金の支払額 △36,241 △76,654

財務活動によるキャッシュ・フロー △36,241 △123,744

現金及び現金同等物に係る換算差額 41 △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △43,067 1,209

現金及び現金同等物の期首残高 2,955,044 2,832,990

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,911,976

※1
 2,834,200
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年３月31日）

（１）連結の範囲の重要な変更　

　　　当第１四半期連結会計期間より、ＧＭＯサーチテリア株式会社を新たに株式を取得したため、連結の範囲に含め 

　   ております。

（２）持分法適用の範囲の重要な変更　

　　　該当事項はありません。

　

　

【会計方針の変更等】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年３月31日）

 　（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号  平成22年６

月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号  平成22年６

月30日）を適用しております。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプ

ションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額

のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

　なお、この変更による影響については、「１株当たり情報に関する注記」に記載しております。

　

　

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年３月31日）

　（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

  当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。

　

　

【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年３月31日）

※1 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸 

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,311,976千円

関係会社預け金    1,600,000千円

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,911,976千円

　

※1 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸 

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,534,200千円

関係会社預け金    1,300,000千円

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,834,200千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

１．配当に関する事項

 配当金支払額

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年３月23日

定時株主総会
普通株式 44,382 600 平成22年12月31日 平成23年３月24日利益剰余金

 

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成24年１月１日　至　平成24年３月31日）

１．配当に関する事項

 配当金支払額

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年３月19日

定時株主総会
普通株式 85,065 1,150 平成23年12月31日 平成24年３月21日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日)

　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円） 

 

　
報告セグメント

  

計
インターネット
広告事業

メディア
開発事業

売上高    

外部顧客への売上高 2,755,640　 114,225 2,869,865
セグメント間の内部売上高又
は振替高

- - -

計 2,775,640 114,225 2,869,865

セグメント利益 437,752　 35,819 473,572

        (注)セグメント利益は四半期連結損益計算書の売上総利益と一致しております。

 

２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

　  該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自　平成24年１月１日　至　平成24年３月31日)

　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

 

　
報告セグメント

  

計
インターネット
広告事業

メディア
開発事業

売上高    

外部顧客への売上高 3,826,825 127,525 3,954,350
セグメント間の内部売上高又
は振替高

　 　 　

計 3,826,825 127,525 3,954,350

セグメント利益 659,130 33,118 692,249

        (注)セグメント利益は四半期連結損益計算書の売上総利益と一致しております。

 

２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

　 （固定資産に係る重要な減損損失）

　　該当事項はありません。

　

　 （のれんの金額の重要な変動）

　　「インターネット広告事業」において、サーチテリア株式会社を子会社化したことにより、のれんが発生して

　　おります。当該事象によるのれんの増加額は、当第１四半期連結累計期間において153,379千円であります。

　

　 （重要な負ののれんの発生益）

　　該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成24年１月１日　至　平成24年３月31日）

（パーチェス法の適用）

　１．被取得企業の名称及び、その事業の内容企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式並び

　　に結合後企業の名称、取得した議決権比率及び取得企業を決定するに至った主な根拠

　 (1)被取得企業の名称及びその事業の内容

　　　　被取得企業の名称　　サーチテリア株式会社

　　　　事業の内容　　　　　インターネット関連広告事業

　 (2)企業結合を行った主な理由

　　　　堅調に拡大しているインターネット広告市場の中でも、スマートフォン端末の普及に伴いスマートフォン

　　　向け広告市場が急速な立ち上がりを見せています。 

　　　　当社ではこのような市場環境の中で、フィーチャーフォン向けアドネットワーク「NeoAd」およびスマー

　　　トフォン向けアドネットワーク「ADResult for Smartphone」を展開しており、いずれも堅調に成長してお

　　　ります。また、サーチテリア社では自社で開発したフィーチャーフォン・スマートフォン向けアドネットワ

　　　ーク「OPAST」を運営し、高度な技術力を背景に特にエクスチェンジ領域で規模を拡大しております。

　　　　今後のスマートフォン領域における市場の拡大と、「SSP」「DSP」などPCディスプレイ領域を含むアドテ

　　　クノロジーの進化に適応し、さらに事業を拡大するためには、両社の強みを活かし連携することが重要と判

　　　断し同社を子会社といたしました。

　 (3)企業結合日

　　　　平成24年１月10日

　 (4)企業結合の法的形式並びに結合後企業の名称

　　　　企業結合の法的形式　　株式取得

　　　　結合後企業の名称　　　変更ありません

　 (5)取得した議決権比率

　　　　67.0％

　 (6)取得企業を決定するに至った主な根拠

　 当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

　２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれている被取得企業の業績の期間

　　　　みなし取得日を当第1四半期連結会計期間末としているため、該当ありません。

　３．被取得企業の取得原価及びその内訳

　　　　取得の対価　　　　　　現金及び預金　268,091千円　

　　　　取得に直接要した支出　　　　　　　　  2,778千円

　取得原価　　　　　　　　　　　　　　270,870千円

　４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　 (1)のれんの金額

　　　　153,379千円

　 (2)発生原因

　　　　被取得企業に係る当社持分と取得原価との差額により、発生したものであります。

　 (3)償却方法及び償却期間

　　　　５年間にわたる均等償却
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年３月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 799円18銭 1,560円84銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（千円） 59,115 114,682

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 59,115 114,682

普通株式の期中平均株式数（株） 73,970 73,475

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額  ― 1,553円02銭

（算定上の基礎） 　　 　

四半期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（株） ― 370

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　　―――――― 　　――――――

（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜

　　　在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（会計方針の変更）

　第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）

及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日）を適用

しております。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプショ

ンについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額のうち、将

来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

　これらの会計基準等を適用しなかった場合の前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の金

額は、794円47銭であります。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

2【その他】

　　　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年５月11日

ＧＭＯアドパートナーズ株式会社

取締役会　御中

 有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松野　雄一郎　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡田　雅史　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＧＭＯアドパー

トナーズ株式会社の平成２４年１月１日から平成２４年１２月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成２４年１月１日から平成２４年３月３１日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２４年１月１日から平成２

４年３月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結

包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＧＭＯアドパートナーズ株式会社及び連結子会社の平成２４年３月

３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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